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 要  旨 
 現在、我々の豊かな生活は多くの製品によって支えられている。しかし、それらの使用法を誤
れば製品事故を引き起こし、逆に我々の生活を脅かす存在へと変貌する。行政や企業などによっ
て収集・解析された製品事故情報を、広くユーザに提供することは、ユーザの製品事故防止に役
立つと考えられる。しかし、現状では効果的な情報提供方法がないため、ユーザにうまく情報が
伝わっておらず、事故防止に繋がっていない。 
 そこで本研究では、製品事故情報をより円滑にユーザに提供するため、ユーザ番号という新し
い概念を導入したユーザ登録と、それに連動し、製品事故情報などをユーザに提供するための情
報システムを提案した。 
 
 2 章では、製品評価技術基盤機構(NITE)が公開している製品事故情報の中から、8320 件のデー
タを用いて、事故原因の分析を行った。その結果、事故原因の約 57％はユーザの誤使用や不注意
であることを示した。また、ユーザの誤使用や不注意を引き起こす要因を分析した結果、ユーザ
の誤操作と知識不足による事故が大きな割合を占めていることが分かり、ユーザへの製品事故情
報の周知が必要であることを明らかにした。 
 3 章では、現在行われている製品事故情報の提供方法について、その特徴などをまとめた。さ
らに、提供された製品事故情報をユーザがどのような過程を経て認知し、行動に移るかモデル化
をし、過程の中で起こりうる問題点について述べた。その中で、ユーザが情報の存在に気づく必
要があるような情報提供方法では、確実な情報周知が困難であることを示した。 
 そこで 4 章では、メーカー側がどういう製品を誰が所有しているのか把握し、直接ユーザに製
品事故情報を提供する方法が望ましいとの観点から、ユーザ登録に着目し、現状と問題点ついて
まとめた。そしてアンケート調査を行い、ユーザ登録を阻む 3 つの問題点を明らかにした。 
 5 章では、4 章で明らかとなった問題点を改善した新たなユーザ登録法として、ユーザ番号と
いう新たな概念を導入した。ユーザ番号により、ユーザと製品を結びつけることができるため、
ユーザそれぞれに関係した製品事故情報を提供できる情報システムを提案した。検証を行った結
果、ユーザ番号や情報システムに対し肯定的な評価を得ることができた。 
 6 章では、本論文のまとめと総合考察を行った。 
 
